
１．はじめに
　近年，わが国の労働市場では，アルバイト，
パートタイマー，派遣社員といった非正規就
業者が増大し，労働力の就業形態の多様化が
急速に進展している。また，「フリーター」
に代表される不安定就業者や「ニート（

＝ ）」
と呼ばれる若年無業者についても，その社会
経済的影響の大きさから，関心が高まってい
る（小杉編（ ），玄田・曲沼（ ）等）。
　若年層の雇用状況にかんしては，これまで
労働力の需要側と供給側の つの視点から議
論が展開されてきた（古郡（ ： ），阿部
（ ： － ））。需要面からの議論とし
ては，①バブル崩壊後の 年代の長期停滞
の中で，企業が，中高年の労働力を中心に雇
用の保持を重視したために，若年層の雇用環
境が悪化したこと（玄田（ ），大橋・中村
（ ）），②サービス化の進展や国際競争の
激化といった社会経済の構造的変化に対応す
るために，企業が労務費の節減と雇用の弾力
化を一層追求してきたこと（古郡（ ））等
が指摘されている。また，供給面からの議論
では，フリーターやニートといった若年者の
就業行動が，その担い手である個人の多様な

生活様式と就業意識に関連づけて論じられて
いる（山田（ ），小杉（ ））。しかし，
供給レベルの要因について実証的に明らかに
した研究がこれまでに数少ないことから，古
郡（ ： ）や阿部（ ： ）は，供給
側の観点からでは，近年の若年層の雇用状況
を十分に説明することができないことを指摘
している。
　ところで，フリーター・ニート層の多くが，
親と同居しており ），彼らの属する世帯の構
成やその社会階層といった世帯属性が，就業
行動に少なからず影響を及ぼしていることが
考えられる。例えば，宮本（ ）は，若年
者の就業を社会階層的に分析するために，子
供にたいする親の教育志向の程度と世帯の経
済水準によって，就業者を つの社会階層に
類型化し，特に低学歴の子供については，親
の教育関心度が低い「放任型」家庭と，親の
強い教育志向が子供に過度のプレッシャーを
あたえている「期待はずれ型」家庭を中心に，
その特徴を考察している。このように，就業
者の出身階層も，若年者の就業と関連すると
思われるが，この点についてのミクロデータ
による実証分析は多くない。そのなかで，耳
塚（ ）は，若年者における卒業直後の就
業行動を明らかにするために，両親の学歴，
父親の職業，および世帯の経済水準を社会階
層的な属性指標として設定し，ミクロデータ

＊　（独）日本学術振興会特別研究員

【研究ノート】（『統計学』第 号 年 月）

若年層の雇用状況と就業形態にかんする実証分析

伊藤伸介＊

キーワード
ミクロデータ分析，若年労働力，就業構造基本調査，ロジットモデル

─『就業構造基本調査』のミクロデータをもとにして─



『統計学』第 号　 年 月

による分析を行っている。しかし，耳塚
（ ）においては，主として高卒層が分析
の対象となっていることから，本人とその世
帯の社会階層との関連性が，他の学歴階層も
十分に考慮に入れた形で検証されているとは
言いがたい。
　本稿では，就業主体＝労働力供給側の観点
から，ミクロレベルの社会人口的属性と世帯
属性の両面にかんする就業行動モデルを構築
し，モデル分析を行うことによって，若年労
働市場の基本的な特徴を明らかにしてみたい。

２．使用するミクロデータ
　本稿で使用するミクロデータは，平成 年
と平成 年の『就業構造基本調査』（以下『就
調』）のリサンプリング・データである ）。『就
調』のリサンプリング・データは，原データ
［平成 年調査では，指定された調査区から
選定された抽出単位に居住する「約 万世
帯の 歳以上の世帯員約 万人」（総務省
統計局（ ））］から ％を確率比例抽出法
によって標本抽出することで得られた約
万～ 万人（平成 年　 人，平成
年　 人）のデータセットである。『就調』
では，性，年齢，配偶関係，最終学歴といっ
た社会人口的属性，および就業者の従業上の
地位，雇用形態，賃金所得，週間就業時間，
勤務先企業の従業者規模等の企業属性が調査
されており，就業行動とそれに関連する属性
指標が把握されている。さらに，『就調』では，
転職希望理由，離職理由といった就業意識に
かんする属性が，調査事項に設けられること
によって，就業意識の面から雇用状況が捉え
られている。このように，『就調』は，個人
の就業行動と就業意識を社会人口的属性と企
業属性の両面から細密に把握するための基本
的な調査事項をそなえている。
　他方，世帯の属性については，世帯構成，
世帯人員数等の世帯全体にかんする属性は，
『就調』で調べられているが，本人の親の属性，

妻の属性といった世帯の構成員に関連する属
性指標は，『就調』の調査事項には直接含ま
れない。そこで，本稿では，①『就調』のミ
クロデータが，世帯ベースの階層データ
（ ）であること，②世帯員番号
が各レコードに付与されていることに着目し，
提供されたデータから世帯属性を派生的に導
出した ）。具体的には，『就調』の調査事項
のうち学歴に注目し，「世帯主の続き柄」，「世
帯員番号」と「世帯の一連番号」をもちいて，
「親の学歴階層つきミクロデータ」を作成し
た ）。このミクロデータには，父親の学歴と
母親の学歴が新たな属性指標として設定され
ていることから，親の学歴と子供の就業行動
との関係を細密に分析することが可能になっ
ている。

３．若年者の就業行動の分析
　近年の若年就業者の就業形態が，性，年齢，
学歴，配偶者の有無といった社会人口的属性
によって大きく異なることは，先行研究（例
えば小杉（ ）等）によって確認されてい
る ）。また，非正規就業者のなかには，短期
間に転職を繰り返す流動性の高い就業者層が，
数多く存在しているが，この点については，
ミクロデータをもちいて労働力の流動化と就
業形態の多様化との関係が明らかにされてき
た（黒澤・玄田（ ），酒井・岩松（ ））。
　本稿では，これらの先行研究を踏まえ，世
帯の社会経済的階層と若年者の就業行動との
関連性に焦点を当ててモデル分析を試みる。
そのために，社会人口的属性（性，年齢，学
歴，前職の有無等）および世帯属性（世帯構
成，世帯主との続き柄等）を説明変数とする
つの就業行動モデルを設定した。それらは，
すべて 項ロジットモデルである。なお，付
表 は，本研究でもちいた社会変数を一覧表
示している。複数のカテゴリーからなる属性
指標は，すべてダミー変数に変換されている。
また，付表 は，本研究で使用した社会変数
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の記述統計量（平均値）を示している。

［モデル ］　就業形態（世帯属性）モデル
正規雇用状況＝ （年齢ダミー，学歴ダミー，

配偶者の有無ダミー，世帯主
との続き柄ダミー，世帯構成
ダミー， 年前との就業異動
ダミー，前職の有無ダミー）

［モデル ］　就業形態（親の学歴）モデル
正規雇用状況＝ （年齢ダミー，学歴ダミー，

父親の学歴ダミー，母親の学
歴ダミー， 年前との就業異
動ダミー，前職の有無ダミー）

［モデル ］　就業状況（親の学歴）モデル
就業状況＝ （年齢ダミー，学歴ダミー，父

親の学歴ダミー，母親の学歴ダ
ミー，前職の有無ダミー，前年の
就業状況ダミー）

　［モデル ］では， ～ 歳で在学中の者
を除くすべての有業者が，分析の対象となっ
ている。［モデル ］と［モデル ］は，核家
族世帯に属しており，両親と同居している
～ 歳の未婚の年齢階層だけを分析対象

にしている。さらに，［モデル ］では在学
中の者を除くすべての有業者について，［モ
デル ］においては在学者以外の個人にかん
して，それぞれ分析が試みられている。
　つぎに，本モデルは，労働力の流動化と就
業形態との関係を明らかにするために，モデ
ルのすべてにおいて，前職の有無を転職経験
にかんする指標としてモデルに組み込んだ。
さらに，［モデル ］と［モデル ］については，
親の学歴を世帯の社会階層の代理変数として
設定することによって，世帯の社会階層が子
の就業行動に及ぼす影響が，すべての学歴階
層にわたって考察されている。なお，［モデ
ル ］と［モデル ］においては，先述した「親

の学歴階層つきミクロデータ」によって，モ
デルの検証が行われている。また，本稿では，
男女によって就業行動が基本的に異なる点を
考慮し，分析対象となるサンプルを性別に階
層化したうえで，モデルを推定している。
　表 ～表 は，［モデル ］～［モデル ］の
分析結果を示している。まず，表 では，学
歴ダミーと男性の配偶者の有無ダミーにかん
して， 年～ の 年間にわたって常に
係数がプラスで有意であることが注目される。
つぎに，転職行動と就業形態との関係を見て
いくと， 年前との就業異動（継続就業者）
ダミーの係数がプラス，前職の有無ダミーに
かんする係数がマイナスで，それぞれ有意な
結果を表している。このことから，転職行動
は，正社員での雇用にマイナスに作用し，就
業形態の多様化を促進させることがわかる。
また，年齢と就業形態との関連性を見ると，
男性就業者の年齢ダミーについては全体的に
回帰係数がプラスで有意なだけでなく，
代と比べて 代における係数の値が大きい
ことから，加齢が正規雇用を拡大する方向で
作用していることが示唆されるが，女性就業
者においては，加齢の就業形態に及ぼす影響
は， 年にのみ確認される。最後に，世帯
構成にかんしては，男性就業者における単身
世帯ダミーの係数がマイナスで有意であるこ
とから，単身の男性は，非正規で雇用される
傾向にあることが推察される。なお，母子世
帯ダミーの係数がマイナスで非常に大きいこ
とは興味深い結果ではあるが，標本数の制約
もあり，本稿ではそれ以上の詳細な分析を
行っていない。
　つぎに，表 を見ると，［モデル ］におい
ても，学歴ダミー，前職の有無ダミー，およ
び 年前との就業異動（継続就業者）ダミーは，
［モデル ］と同様に有意な結果を表している。
このことは，両親の学歴をコントロールして
みても，これらの説明変数が就業形態に有意
に作用していることを示唆している。他方，
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表１　［モデル１］の分析結果

対象年 年 年

性 男 女 男 女

変数 係数 有意性 係数 有意性 係数 有意性 係数 有意性

～ 歳 － ＊ －
～ 歳 ＊＊＊ － ＊ ＊＊＊
～ 歳 ＊＊＊ － ＊＊ ＊＊＊
～ 歳 ＊＊＊ － ＊＊＊ ＊＊＊ －

高校・旧制中卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
短大・高専卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
大学・大学院卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
配偶者あり ＊＊＊ － ＊＊＊ ＊＊＊ － ＊＊＊
世帯主の配偶者 － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊
子 － － － ＊＊＊ － ＊＊
子の配偶者 － － － ＊
その他 － ＊＊ － － ＊＊＊ －
夫婦のみから成る世帯 － ＊＊＊ － ＊＊＊
夫婦と子から成る世帯 － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊
夫婦と親から成る世帯 － ＊＊ － －
父子世帯 － －
母子世帯 － － ＊＊＊ － － ＊＊
単身世帯 － ＊＊ － ＊＊＊ －
その他の世帯 － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊
継続就業者 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
転職者 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
前職あり － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊
定数 ＊＊＊ ＊＊ － ＊＊

－ 対数尤度
カイ 乗

サンプル数

注 　係数の有意性の検証については 検定，モデル全体の適合度検定については尤度比検定（「 カイ 乗」
欄を参照）を，それぞれ実行した（［モデル ］と［モデル ］の分析結果にかんしても同様）。
＊＊＊………　 ％有意
＊＊ ………　 ％有意
＊ ……… ％有意

注 　［モデル ］では，在学中の者を除いた ～ 歳の有業者をモデル分析の対象にしているが，就業主体の
正規雇用状況がモデルの被説明変数となっていることから，分析において使用されたサンプルは雇用者
層のみに限定され，それ以外のサンプルは分析から除外されている。
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親の学歴ダミーに着目すると，父親と母親と
でその影響が大きく異なっている。父親の学
歴については，大学・大学院卒ダミーの係数
が， 回の調査のいずれでもマイナスになっ
ており，とくに男性就業者においては，係数
が一貫して有意である。それは，父親の学歴
が高いほど，その親と同居する子供が非正規
の就業行動を選択する傾向にあることを示し
ている。よって，父親の社会的地位が，子弟
の就業形態に影響を及ぼしていることが考え
られる。しかし，母親の学歴にかんしては，

全体的に有意な結果が得られず，母親の教育
水準と子弟の就業形態との関係を特に見出す
ことはできなかった。
　さらに，表 では，親の学歴と子弟の就業
状況との関連性について，興味深い結果が得
られた。男性の場合， 年調査では，父親
と母親のいずれも，大学・大学院卒ダミーの
係数がマイナスで有意である。このことは，
親が高学歴で社会的な階層レベルが高い世帯
ほど，同居している子供は無業になること，
すなわち「パラサイト失業」にあることを示

表２　［モデル２］の分析結果

対象年 年 年

性 男 女 男 女

変数 係数 有意性 係数 有意性 係数 有意性 係数 有意性

～ 歳 －
～ 歳 ＊＊＊ ＊＊＊
～ 歳 ＊＊＊ ＊＊＊
～ 歳 ＊＊ － ＊＊＊

高校・旧制中卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
短大・高専卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
大学・大学院卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
父親が高校・旧制中卒 － － － － ＊
父親が短大・高専卒 － － ＊＊
父親が大学・大学院卒 － ＊＊＊ － － ＊＊＊ － ＊＊＊
母親が高校・旧制中卒 － ＊＊ －
母親が短大・高専卒 － － － －
母親が大学・大学院卒 － － ＊＊
継続就業者 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
転職者 ＊＊＊ －
前職あり － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊
定数 － － － ＊＊＊

－ 対数尤度
カイ 乗

サンプル数

注　［モデル ］では，核家族世帯に属しており，両親と同居している ～ 歳の未婚の有業者（在学中の者を
除く）をモデル分析の対象にしているが，就業主体の正規雇用状況がモデルの被説明変数となっていること
から，分析において使用されたサンプルは雇用者層のみに限定され，それ以外のサンプルは分析から除外さ
れている。
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しているように思われる。しかし， 年
のデータでは，母親の学歴において大学・大
学院卒ダミーが有意であったが，その他のダ
ミー変数では有意性が確認できず，親の学歴
と子供の就業状況とのあいだに特に関連性は
見出されなかった。よって， 年から
年の間に，その関係が変化した可能性が考え
られる。また，女性の場合，父親の学歴ダミー
の係数が， 回の調査でいずれも有意ではな
いこともあり，親の学歴との関連性は，男性
ほど明確ではない。つぎに，加齢の影響につ
いては，全体的に年齢と就業行動の間に明示
的な関係を見出すことはできなかった。最後
に，前職の有無ダミーと前年の就業状況ダ

ミーに着目すると，男女いずれも，回帰係数
がそれぞれ一貫してマイナスとプラスで有意
な値になっており，過去の就業歴が現在の就
業状況に強い影響を及ぼしていることが見受
けられる。

４．むすびにかえて
　本稿は，若年労働市場に焦点をあて，ミク
ロデータをもちいた実証分析によってその基
本的な要因を追究してきた。特に，親と同居
する若年層においては，世帯の社会経済的水
準が就業行動に影響を及ぼしていることが考
えられることから，本稿では，世帯属性と就
業形態および就業状況との関係についてモデ

表３　［モデル３］の分析結果

対象年 年 年

性 男 女 男 女

変数 係数 有意性 係数 有意性 係数 有意性 係数 有意性

～ 歳 ＊＊ －
～ 歳 － ＊＊＊ －
～ 歳 － －
～ 歳 － － － －

高校・旧制中卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
短大・高専卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
大学・大学院卒 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
父親が高校・旧制中卒 － － －
父親が短大・高専卒 － ＊＊＊
父親が大学・大学院卒 － ＊＊＊ － － －
母親が高校・旧制中卒 － － － －
母親が短大・高専卒 － ＊＊＊ － ＊＊＊ － －
母親が大学・大学院卒 － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊ － ＊
前職あり － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊ － ＊＊＊
前年に就業 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
定数 － － ＊＊

－ 対数尤度
カイ 乗

サンプル数

注　［モデル ］では，核家族世帯に属しており，両親と同居している ～ 歳の未婚の個人（在学中の者を除く）
をモデル分析の対象にしている。
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ル分析を試みた。最後に，本分析から得られ
た若干の所見ならびに今後に残された諸課題
を指摘することで本稿のむすびにかえたい。
　就業形態については，男性就業者において，
回の調査のいずれも，親の学歴と子の就業
行動とのあいだにマイナスで有意な関係があ
ることが確認される。このことは，親の社会
経済的階層の高さが，同居する子供の不安定
就業化をもたらす可能性を暗示している。つ
ぎに，就業状況については，男性の場合，
年調査では，親の学歴と子の就業行動にかん
してマイナスで有意な関連が見られることか
ら，若年無業者層の急増が，社会階層レベル
の高い世帯においてのみ発生する「ぜいたく
失業」といった社会現象を反映していること
が考えられる。しかし， 年調査には，
親の学歴と同居する子供の就業状況にかんす
る関係は有意ではなく， 年とは異なる結
果が得られている。
　また，分析結果からは，学歴による雇用環
境の格差，転職経験者における雇用の非正規
化，正規雇用状況と継続的な就業行動との有
意な関連性が， 年と 年のいずれも見出
された。このことは，若年労働力がキャリア
志向的な正規雇用層と上昇指向のない非正規
雇用層とに二分化されることを含意している。
このような若年層の雇用状況は，労働市場に
おけるセグメント化を反映していることから，
低学歴層といった特定の社会階層に大量の不
安定就業者を滞留させる可能性を指摘するこ
とができよう。若年層の不安定就業化・無業
化にかんしては，就業者の社会経済的状況に
即したミクロレベルの政策的対応がもとめら
れる。
　なお，本稿では，親の学歴をミクロデータ
の属性指標群に新たに設定したが，現行の目
的外使用制度の制約等もあり，その他の親の
属性を社会変数群に追加的に作成することは
できなかった。そのために，親の職業等の世
帯属性と個人の就業行動との関連性について

は，本稿での分析対象に取り込むことができ
なかった。また，本稿においては，社会階層
的属性である親の学歴の総効果に関心があっ
たために，世帯所得にかんするコントロール
がなされていない。よって，世帯所得をコン
トロールした場合，親の学歴による効果が本
分析結果よりも小さくなる可能性は否めない。
さらに，本稿で構築された就業行動モデルに
かんしては，［モデル ］が約 ～
のサンプル，［モデル ］と［モデル ］が約

～ のサンプルによって，それぞれ
推定されているが，サンプル数の大きさがモ
デルの回帰係数の有意性に影響を及ぼしてい
ることも考えられる。これらの点については，
さらにミクロデータによる分析を進めること
によって検討していきたい。
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注

）労働政策研究・研修機構（ ）は，「周辺フリーター（学生でなく主婦（既婚女性）でもないア
ルバイト・パート雇用者で，年間就労日数が 日以下か，週労働時間が 時間以下の者）」という
概念をもちいて，不安定就業者の実態を把握している。それによれば，周辺フリーター層において
親と同居する者の比率は，男 ％，女 ％に達していることが明らかになっている（労働政策
研究・研修機構（ ： ））。また，西・菅（ ）は，無就業・無就学の若年者のうち親と同居
の未婚者の割合を ％と算出している（西・菅（ ： ））。
）平成 年の『就調』のミクロデータによる実証分析もおこなわれたが，紙面の制約もあり，本稿
では，その分析結果は示されていない。
）アメリカやイギリスといった欧米諸国においては，階層的なデータ構造をそなえたミクロデータ
が公開されている［例えば，アメリカにおける人口センサスの ，イギ
リスの世帯 （ ）等］。そのために，ミクロデータの利用者は，
世帯構成員のレコード同士を直接的に関連づけることによって，世帯属性にかんする導出変数
（ ）を自身で作成することが可能である。それによって，欧米先進国では，世帯属
性の観点からミクロデータ分析が広範に展開されている（ （ ： － ））。
　他方，わが国でも，既存のミクロデータから世帯属性をあらたに導出して実証分析をおこなった
先行研究は存在する。例えば，松浦・白波瀬（ ）や大石（ ）は，『国民生活基礎調査』のミ
クロデータから，大石・小塩（ ）は，『高年齢者就業実態調査』（厚生労働省）のミクロデータ
から，それぞれ夫婦にかんする社会変数をあらたに作成している。しかし，わが国において，親子
関係という観点から親の属性をミクロデータの社会変数群にあらたに設定し，実証分析を試みた研
究は，筆者の知る限り数少ないと思われる。
）「親の学歴階層つきミクロデータ」の作成手順は，つぎのとおりである。
①調査事項「世帯構成」をもちいて，核家族世帯のレコードのみを選別し，核家族世帯のデータセッ
トを編成する。つぎに，このデータセットから「世帯主との続き柄」にもとづいて，「世帯主デー
タ」，「配偶者データ」と「子データ」の 種類のサブデータセットを再構築する。

②世帯主データと配偶者データのおのおのから「性」，「学歴」と「世帯の一連番号」だけを取り出
すことによって，「父親の学歴階層データ」と「母親の学歴階層データ」という 種類のデータセッ
トをあらたに作成する。つぎに，「世帯の一連番号」をもちいてデータ・マッチングをおこなう
ことによって，「親の学歴階層データ」を作成する。

③子の「世帯員番号」ごとに「子データ」を分割し，個々のサブデータセットについて「親の学歴
階層データ」とのマッチングを実行する。そして，マッチングされた各データセットを連結する
ことによって，最終的に「親の学歴階層つきミクロデータ」を編成する。
　なお，本研究は，世帯の社会経済的階層が親と同居する若年独身者層に及ぼす影響を考察するた
めに，両親と子供からなる核家族世帯に限定して，「親の学歴つきミクロデータ」を作成している。
）本研究では，「前職の有無」を転職経験の代理指標とし，ミクロデータによる再集計によって，性，
年齢，学歴および前職の有無から見た就業形態の動向を分析した。分析の結果，つぎのような知見
が得られている。第 に，「前職あり」の就業者における正規雇用者比率は，「前職なし」の就業者
における比率よりも全般的に低くなっていること，第 に，学歴別の就業形態の分布状況は，前職
の有無によって著しく異なっており，「前職なし」の就業者については，「前職あり」の就業者と比
べて学歴による雇用の格差が大きいこと，そして，第 に，男性就業者については，高学歴ほど正
規雇用になる傾向が見られるだけでなく，加齢が正規雇用に大きく作用していることである。
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付表１　就業行動モデルでもちいられる社会変数の定義
被説明変数 変数 変数の説明

就業状況 有業である＝

正規雇用状況 雇用形態が正規の職員・従業員である＝

説明変数

変数 変数の説明

年齢 ～ 歳 年齢が ～ 歳である＝
＜ ～ 歳＞ ～ 歳 年齢が ～ 歳である＝

～ 歳 年齢が ～ 歳である＝
～ 歳 年齢が ～ 歳である＝

学歴 高校・旧制中卒 最終学歴が高校・旧制中卒である＝
＜小学・中学卒＞ 短大・高専卒 最終学歴が短大・高専卒である＝

大学・大学院卒 最終学歴が大学・大学院卒である＝

配偶者の有無 配偶者あり 配偶者がいる＝
＜配偶者なし＞
世帯主との続き柄 世帯主の配偶者 世帯主との続き柄が世帯主の配偶者である＝
＜世帯主＞ 子 世帯主との続き柄が子である＝

子の配偶者 世帯主との続き柄が子の配偶者である＝
その他 世帯主との続き柄がその他である＝

世帯構成 夫婦のみから成る世帯 夫婦のみから成る世帯である＝
＜夫婦と親と子から成る世帯＞ 夫婦と子から成る世帯 夫婦と子から成る世帯である＝

夫婦と親から成る世帯 夫婦と親から成る世帯である＝
父子世帯（ 年のみ） 父子世帯である＝
母子世帯 母子世帯である＝
単身世帯 単身世帯である＝
その他の世帯 その他の世帯である＝

年前との就業異動 継続就業者 年前との就業異動が継続就業者である＝
＜新規就業者＞ 転職者 年前との就業異動が転職者である＝

前職の有無 前職あり 前職がある＝
＜前職なし＞
父親の学歴 父親が高校・旧制中卒 父親の最終学歴が高校・旧制中卒である＝
＜父親が小学・中学卒＞ 父親が短大・高専卒 父親の最終学歴が短大・高専卒である＝

父親が大学・大学院卒 父親の最終学歴が大学・大学院卒である＝

母親の学歴 母親が高校・旧制中卒 母親の最終学歴が高校・旧制中卒である＝
＜母親が小学・中学卒＞ 母親が短大・高専卒 母親の最終学歴が短大・高専卒である＝

母親が大学・大学院卒 母親の最終学歴が大学・大学院卒である＝

前年の就業状況 前年に就業 前年に有業である＝
＜前年に無業＞
注 ．＜　＞はリファレンス・グループを表している。
注 ．各説明変数は，『就調』の調査事項における分類項目にもとづいている。なお，『就調』では，学歴の分類区分が，「小

学・中学」，「高校・旧制中」，「短大・高専」と「大学・大学院」に設定されているが，「上記の各学校と入学資格や
在学年数が同等でこれらの卒業に相当する資格が得られるものについては，それぞれ該当する区分に含め」ること
によって（総務省統計局（ ： ）），個人の学歴が分類されている。よって，「小学・中学卒」には，新制中学校
卒だけでなく，旧制尋常小学校卒，旧制高等小学校卒等が，「高校・旧制中卒」には，新制高校卒，旧制中学校卒に
加えて，旧制高等女学校卒や旧制実業学校卒が，「大学・大学院卒」には，新制の大学卒と大学院卒，および，旧制
高校卒，旧制専門学校卒，高等師範学校卒等が，それぞれ含まれている。また，本研究のために新たに作成された
父親の学歴と母親の学歴についても，学歴における分類基準がそのまま適用されている。
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付表２　就業行動モデルでもちいられる社会変数の記述統計量（平均値）
モデル

変数 年 年
男 女 男 女

～ 歳
～ 歳
～ 歳
～ 歳

高校・旧制中卒
短大・高専卒
大学・大学院卒
配偶者あり
世帯主の配偶者
子
子の配偶者
その他
夫婦のみから成る世帯
夫婦と子から成る世帯
夫婦と親から成る世帯
父子世帯（ 年のみ）
母子世帯
単身世帯
その他の世帯
継続就業者
転職者
前職あり
サンプル数
注　 ～ 歳の在学中の者を除く有業者を対象にしている。

モデル

変数 年 年
男 女 男 女

～ 歳
～ 歳
～ 歳
～ 歳

高校・旧制中卒
短大・高専卒
大学・大学院卒
父親が高校・旧制中卒
父親が短大・高専卒
父親が大学・大学院卒
母親が高校・旧制中卒
母親が短大・高専卒
母親が大学・大学院卒
継続就業者
転職者
前職あり
サンプル数
注　核家族世帯に属しており，両親と同居している ～ 歳の未婚の有業者を対象にして

いる。なお，在学中の者は除外されている。

モデル

変数 年 年
男 女 男 女

～ 歳
～ 歳
～ 歳
～ 歳

高校・旧制中卒
短大・高専卒
大学・大学院卒
父親が高校・旧制中卒
父親が短大・高専卒
父親が大学・大学院卒
母親が高校・旧制中卒
母親が短大・高専卒
母親が大学・大学院卒
前職あり
前年に就業
サンプル数
注　核家族世帯に属しており，両親と同居している ～ 歳の未婚の個人を対象にしてい
る。なお，在学中の者は除かれている。




